別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:新地域人材育成事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　環境生活部　環境生活政策課　地域安全室　地域コミュニティ担当　電話番号：058-272-1111（内　2391）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,121千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域の絆づくりを重点的に推進するモデル地域及びその周辺の自治会、地域活動団体、ＮＰＯ等の関係者や民生委員、福祉委員などを対象に、社会的に孤立し生活上の問題を抱える世帯へのアプローチや支援の方法などについて、ケーススタディを中心に学ぶ講座を開催し、地域の様々な担い手や関係機関と連携・調整して、支援を必要とする人に対し、ニーズに応じた適切な支援・サービスをコーディネートできる人材を養成する。
　
  【講座内容】
    福祉系大学の教員、地域包括支援センター等の専門機関の職員、社会福祉協議会の

職員等を講師に、民生委員アンケート（平成２３年度実施）により把握した、県内の

民生委員が実際に対応に苦慮した事例をもとに、ケーススタディ形式を中心とした実
践的な講座を開催する。
　（１）講座回数
        ・県内１か所で２日間開催（モデル地域を中心に開催）
　（２）講座内容  講義、ケーススタディ等　　
（３）募集人数  各回２５名
	２　所要経費


・報償費（講師報償費等）　　　　　　　  780千円

・旅費（講師費用弁償等）　　　　　　　　168千円

・需要費（資料代、パンフレット作成費）　150千円

・役務費（郵便料）　　　　　　　　　　　 10千円

・使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　 13千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ｖ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
２ 地域の課題に取り組む県民に満ちた地域をつくるために
	２　これまでの取組状況


　県社会福祉協議会との連携により、制度外サービスの整備充実に向けた取組を推進しており、見守りネットワーク活動では、要支援者に対して、近隣住民、福祉委員、ボランティア、民生委員等が連携して声かけ・訪問等を行い、問題の発見時には必要に応じて問題を共有し、解決のための話し合い（調整）を行うことができるような組織的な活動を推進している。
	３　これまでの取組に対する評価


地域では、家族や地域とのつながりを失い、支援が必要でありながら、制度・サービスに結びついていないケースが見受けられるため、自治会、地域活動団体、ＮＰＯ等の関係者や民生委員・児童委員、福祉委員などの地域の担い手が、支援を必要とする人を早期に把握し、関係機関と連携してニーズに応じた支援・サービスにつなぐ地域のネットワークづくりを進め、社会的孤立の防止・解消を図る必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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